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Ⅰ　 総　 　 論

第１ 章　 目　 　 的

１  ． 本指針は、 建設工事に伴う 騒音、 振動の発生をできる限り防止すること

により 、 生活環境の保全と円滑な工事の施工を図ること を目的とする。

２  ． 本指針は、 建設工事に伴う 騒音、 振動の防止について、 技術的な対策を

示すものとする。

第２ 章　 適用範囲

１  ． 本指針は、 騒音、 振動を防止すること により 、 住民の生活環境を保全す

る必要があると認められる以下に示す区域におけるすべての建設工事に適

用すること を原則とする。

　 ただし 、 災害その他の事由により緊急を要する場合はこの限り でない。

⑴　 良好な住居の環境を保全するため、 特に静穏の保持を必要とする区域

⑵　 住居の用に供されているため、 静穏の保持を必要とする区域

⑶ 　 住居の用にあわせて商業、 工業等の用に供されている区域であって相

当数の住居が集合しているため、 騒音、 振動の発生を防止する必要があ

る区域

⑷ 　 学校、 保育所、 病院、 診療所、 図書館、 老人ホーム等の敷地の周囲お

おむね80mの区域

⑸ 　 家畜飼育場、 精密機械工場、 電子計算機設置事業場等の施設の周辺

等、 騒音、 振動の影響が予想される区域

第３ 章　 現行法令

１  ． 騒音、 振動対策の計画、 実施にあたっては、 公害対策基本法、 騒音規制

法及び振動規制法について十分理解しておかなければならない。

２  ． 地方公共団体によっては、 騒音規制法及び振動規制法に定めた特定建設

作業以外の作業についても条例等により 、 規制、 指導を行っているので、

対象地域における条例等の内容を十分把握しておかなければならない。

第４ 章　 対策の基本事項

１  ． 騒音、 振動対策の計画、 設計、 施工にあたっては、 施工法、 建設機械の

騒音、 振動の大きさ 、 発生実態、 発生機構等について、 十分理解しておか

なければならない。

２  ． 騒音、 振動対策については、 騒音、 振動の大きさを下げるほか、 発生期

間を短縮するなど全体的に影響の小さ く なるよう に検討しなければならな

い。

17－5



３  ． 建設工事の設計にあたっては、 工事現場周辺の立地条件を調査し 、 全体

的に騒音、 振動を低減するよう 次の事項について検討し なければならな

い。

⑴　 低騒音、 低振動の施工法の選択

⑵　 低騒音型建設機械の選択

⑶　 作業時間帯、 作業工程の設定

⑷　 騒音、 振動源となる建設機械の配置

⑸　 遮音施設等の設置

４  ． 建設工事の施工にあたっては、 設計時に考慮された騒音、 振動対策をさ

らに検討し 、 確実に実施しなければならない。 なお、 建設機械の運転につ

いても以下に示す配慮が必要である。

⑴ 　 工事の円滑を図ると と もに現場管理等に留意し 、 不必要な騒音、 振動

を発生させない。

⑵ 　 建設機械等は、 整備不良による騒音、 振動が発生し ないよう に点検、

整備を十分に行う 。

⑶ 　 作業待ち時には、 建設機械等のエンジンをできる限り 止めるなど騒

音、 振動を発生させない。

５  ． 建設工事の実施にあたっては、 必要に応じ 工事の目的、 内容等につい

て、 事前に地域住民に対して説明を行い、 工事の実施に協力を得られるよ

う に努めるものとする。

６  ． 騒音、 振動対策と し て施工法、 建設機械、 作業時間帯を指定する場合に

は、 仕様書に明記しなければならない。

７  ． 騒音、 振動対策に要する費用については、 適正に積算、 計上しなければ

ならない。

８  ． 起業者、 施工者は、 騒音、 振動対策を効果的に実施できるよう に協力し

なければならない。

第５ 章　 現地調査

１  ． 建設工事の設計、 施工にあたっては、 工事現場及び現場周辺の状況につ

いて、 施工前調査、 施工時調査等を原則と して実施するものとする。

２  ． 施工前調査は、 建設工事による騒音、 振動対策を検討し 、 工事着手前の

状況を把握するために、 次の項目について行う ものである。

⑴　 現場周辺状況

　 工事現場周辺について、 家屋、 施設等の有無、 規模、 密集度、 地質、

土質及び騒音又は振動源と 家屋等の距離等を調査し 、 必要に応じ騒音、

振動の影響についても検討する。
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⑵　 暗騒音、 暗振動

　 工事現場の周辺において、 作業時間帯に応じた暗騒音、 暗振動を必要

に応じ測定する。

⑶　 建造物等

　 工事現場の周辺において、 建設工事による振動の影響が予想される建

造物等について工事施工前の状況を調査する。

３  ． 施工時調査は、 建設工事の施工時において、 必要に応じ騒音、 振動を測

定し 、 工事現場の周辺の状況、 建造物等の状態を把握するものである。

　 なお、 施工直後においても必要に応じ建造物等の状態を把握するものと

する。
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Ⅱ 各 論

第６ 章 土　 　 工

（ 掘削、 積込み作業）

１  ． 掘削、 積込み作業にあたっては、 低騒音型建設機械の使用を原則と す

る。

２  ． 掘削はできる限り衝撃力による施工を避け、 無理な負荷をかけないよう

にし 、 不必要な高速運転やむだな空ぶかし を避けて、 ていねいに運転しな

ければならない。

３  ． 掘削積込機から直接ト ラッ ク等に積込む場合、 不必要な騒音、 振動の発

生を避けて、 ていねいに行わなければならない。

　 ホッ パーにと り だめし て積込む場合も同様とする。

（ ブルド ーザ作業）

４  ． ブルド ーザを用いて掘削押し土を行う 場合、 無理な負荷をかけないよう

にし 、 後進時の高速走行を避けて、 ていねいに運転しなければならない。

（ 締固め作業）

５ ． 締固め作業にあたっては、 低騒音型建設機械の使用を原則とする。

６  ． 振動、 衝撃力によって締固めを行う 場合、 建設機械の機種の選定、 作業

時間帯の設定等について十分留意しなければならない。

第７ 章　 運 搬 工

（ 運搬の計画）

１  ． 運搬の計画にあたっては、 交通安全に留意すると と もに、 運搬に伴って

発生する騒音、 振動について配慮しなければならない。

（ 運搬路の選定）

２  ． 運搬路の選定にあたっては、 あらかじめ道路及び付近の状況について十

分調査し 、 下記事項に留意しなければならない。なお、 事前に道路管理者、

公安委員会（ 警察） 等と協議することが望ましい。

⑴ 　 通勤、 通学、 買物等で特に歩行者が多く 歩車道の区別のない道路はで

きる限り 避ける。

⑵　 必要に応じ往路、 復路を別経路にする。

⑶　 できる限り 舗装道路や幅員の広い道路を選ぶ。

⑷　 急な縦断勾配や、 急カーブの多い道路は避ける。

（ 運搬路の維持）

２  ． 運搬路は点検を十分に行い、 特に必要がある場合は維持補修を工事計画
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に組込むなど対策に努めなければならない。

（ 走　 行）

３  ． 運搬車の走行速度は、 道路及び付近の状況によって必要に応じ制限を加

えるよう に計画、 実施するものとする。 なお、 運搬車の運転は、 不必要な

急発進、 急停止、 空ぶかしなどを避けて、 ていねいに行わなければならな

い。

（ 運搬車）

４  ． 運搬車の選定にあたっては、 運搬量、 投入台数、 走行頻度、 走行速度等

を十分検討し 、 できる限り 騒音の小さい車両の使用に努めなければならな

い。

第８ 章　 岩石掘削工

（ 岩石掘削の計画）

１  ． 岩石掘削の計画にあたっては、 リ ッ パ工法、 発破リ ッ パ工法、 発破工法

等の工法について比較検討し 、 総体的に騒音、 振動の影響が小さい工法を

採用しなければならない。

（ せん孔）

２  ． さ く 岩機により せん孔を行う 場合、 必要に応じ防音対策を講じた機械の

使用について検討するものとする。

（ 発　 破）

３  ． 発破掘削を行う 場合、 必要に応じ低爆速火薬等の特殊火薬や、 遅発電気

雷管等の使用について検討するものとする。

第９ 章　 基 礎 工

（ 基礎工法の選定）

１  ． 基礎工法の選定にあたっては、 既製ぐい工法、 場所打ぐい工法、 ケーソ

ン工法等について、 総合的な検討を行い、 騒音、 振動の影響の小さい工法

を採用しなければならない。

（ 既製ぐい工法）

２  ． 既製ぐいを施工する場合には、 中掘工法、 プレボーリ ング工法等を原則

と し 、 次のよう な騒音、 振動対策を検討しなければならない。

⑴　 作業時間帯

⑵　 低騒音型建設機械の使用

３  ． 既製ぐいの積み卸し 、 吊り 込み作業等は不必要な騒音、 振動の発生を避

けて、 ていねいに行わなければならない。

（ 場所打ぐい工法）
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４  ． 場所打ぐい工法には、 多く の種類の掘削工法があり 、 それらの騒音、 振

動の程度、 発生機構も異なるので留意しておく 必要がある。

５  ． 場所打ぐい工法では、 土砂搬出、 コンクリ ート 打設等による騒音、 振動

の低減について配慮しておかなければならない。

　 また、 各く いが連続作業で施工されることから作業工程と作業時間帯に

ついても留意しておかなければならない。

（ ケーソン工法）

６  ．ニューマチッ クケーソン工法では、 昼夜連続作業で施工されることから、

エアーロッ クの排気音、 合図音及び空気圧縮機等の騒音、 振動対策を検討

しておく 必要がある。

第10章　 土 留 工

（ 土留工法の選定）

１  ． 土留工法の選定にあたっては、 鋼矢板土留工法、 鋼ぐいと土留板による

工法、 地下連続壁工法等について、 総合的な検討を行い、 騒音、 振動の小

さい工法を採用しなければならない。

（ 鋼矢板土留工法、 鋼ぐいと土留板による工法）

２  ． 鋼矢板、 鋼ぐいを施工する場合には、 油圧式圧入引抜き工法、 多滑車式

引抜き工法、 アースオーガによる掘削併用圧入工法、 油圧式超高周波く い

打工法、 ウォータジェ ッ ト 工法等を原則と し 、 次の騒音、 振動対策を検討

しなければならない。

⑴　 作業時間帯

⑵　 低騒音型建設機械の使用

３  ． H鋼、 鋼矢板等の取り 付け、 取り 外し作業及び積込み、 積卸し作業等は

不必要な騒音、 振動の発生を避けて、 ていねいに行わなければならない。

（ 地下連続壁工法）

４  ． 地下連続壁工法は、 土留部材を本体構造に利用できる場合や工事現場の

周辺の地盤沈下に対する制限が厳しい場合には、 騒音、 振動の低減効果も

考慮し採否を検討する。

第11章　 コンクリ ート 工

（ コンク リ ート プラント ）

１  ． コ ンクリ ート プラント の設置にあたっては、 周辺地域への騒音、 振動の

影響が小さい場所を選び、 十分な設置面積を確保するものと する。 なお、

必要に応じ防音対策を講じ るものとする。

２  ． コンクリ ート プラント 場内で稼働、 出入り する関連機械の騒音、 振動対
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策について配慮する必要がある。

（ ト ラッ クミ キサ）

３  ． コ ンクリ ート の打設時には、 工事現場内及び付近におけるト ラッ ク ミ キ

サの待機場所等について配慮し 、 また不必要な空ぶかし をしないよう に留

意しなければならない。

（ コンク リ ート ポンプ車）

４  ． コ ンクリ ート ポンプ車でコンクリ ート 打設を行う 場合には、 設置場所に

留意すると と もにコンクリ ート 圧送パイプを常に整備して不必要な空ぶか

しをしないよう に留意しなければならない。

第12章　 舗 装 工

（ アスファルト プラント ）

１  ． アスファ ルト プラント の設置にあたっては、 周辺地域への騒音、 振動の

影響ができるだけ小さい場所を選び、 十分な設置面積を確保するものとす

る。 なお、 必要に応じ防音対策を講じ るものとする。

２  ． アスファ ルト プラント 場内で稼働、 出入り する関連機械の騒音、 振動対

策について配慮する必要がある。

（ 舗　 装）

３  ． 舗装にあたっては、 組合せ機械の作業能力をよく 検討し 、 段取り待ちが

少なく なるよう に配慮しなければならない。

（ 舗装版と り こわし ）

４  ． 舗装版と り こわし作業にあたっては、 油圧ジャッ キ式舗装版破砕機、 低

騒音型のバッ クホウの使用を原則とする。 また、 コンクリ ート カッ タ 、 ブ

レーカ等についても、 できる限り低騒音の建設機械の使用に努めるものと

する。

５  ． 破砕物等の積込み作業等は、 不必要な騒音、 振動を避けて、 ていねいに

行わなければならない。

第13章　 鋼構造物工

（ 接　 合）

１  ． 現場における高力ボルト による鋼材の接合には、 電動式レンチ又は油圧

式レンチの使用を原則とする。

２  ． 現場における鋼材の穴合わせには、 必要に応じ ド リ フ ト ピンを打撃する

方法にかえて、 油圧式又は電動式の静的方法な採用を検討するものと す

る。

（ クレーン車の選定）
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３  ． クレーン車の選定にあたっては、 低騒音型建設機械の採否について検討

するものとする。

（ 架　 設）

４  ． 架設に使用するクレーン等の運転は、 作業時間帯に留意すると と もに、

無理な負荷をかけないよう にていねいに行わなければならない。

第14章　 構造物と り こわし工

（ と り こわし工法の選定）

１  ． コンクリ ート 構造物を破砕する場合には、 工事現場の周辺の環境を十分

考慮し 、 コンクリ ート 圧砕機、 ブレーカ、 膨脹剤等による工法から、 適切

な工法を選定しなければならない。

（ 小　 割）

２  ． と り こわしに際し小割を必要とする場合には、 ト ラッ クへ積込み運搬可

能な程度にブロッ ク化し 、 騒音、 振動の影響の少ない場所で小割する方法

を検討しなければならない。 なお、 積込み作業等は、 不必要な騒音、 振動

を避けて、 ていねいに行わなければならない。

（ 防音シート 等）

３  ． コ ンクリ ート 構造物をと り こわす作業現場は、 騒音対策、 安全対策を考

慮して必要に応じ防音シート 、 防音パネル等の設置を検討しなければなら

ない。

第15章　 ト ンネル工

（ 掘削工）

１  ． 坑口付近の掘削は、 発破等の騒音、 振動をできる限り 低減させるよう に

配慮しなければならない。

２  ． ト ンネル本体掘削時の発破騒音対策と し て、 坑口等に防音壁、 防音シー

ト 等の設置を検討しなければならない。

３  ． 土かぶり の小さい箇所で発破による掘削を行う 場合には、 特に振動につ

いて配慮しなければならない。

（ ずり の運搬、 処理）

４  ． ずり の運搬、 処理に用いる建設機械は、 ていねいに運転しなければなら

ない。

（ 換気設備等）

５  ． 換気設備及び空気圧縮機等は、 工事現場の周辺の環境を考慮して設置す

ると と もに、 必要に応じ騒音、 振動を低減させるよう に配慮しなければな

らない。
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第16章　 シールド ・ 推進工

（ 泥水処理設備等）

１  ． 泥水処理設備、 換気設備等は、 設置場所に留意すると と もに、 必要に応

じ防音パネル、 防振装置等を設置について検討しなければならない。

（ 掘　 削）

２  ． 土かぶり の小さい箇所における掘削については、 推進に伴う 振動に留意

しなければならない。

（ 資機材の運搬）

３  ． 資機材の運搬にあたっては、 作業時間帯に留意すると と もに、 必要に応

じ騒音、 振動対策を講じなければならない。

第17章　 軟弱地盤処理工

（ 軟弱地盤処理工法の選定）

１  ． 軟弱地盤処理工法の選定にあたっては、 対象地盤性状と 発生する騒音、

振動との関連を考慮の上、 総合的な検討を行い、 工法を決定しなければな

らない。

（ 施　 工）

２  ． 軟弱地盤処理工の施工にあたっては、 施工法に応じ 、 騒音、 振動を低減

させるよう に配慮しなければならない。

　 なお、 特に振動が問題となり やすいので留意しなければならない。

第18章　 仮 設 工

（ 設　 置）

１  ． 仮設材の取り 付け、 取り 外し及び積込み、 積卸しはていねいに行わなけ

ればならない。

（ 路面覆工）

２  ． 覆工板の取り 付けにあたっては、 段差、 通行車両によるがたつき、 はね

上がり等による騒音、 振動の防止に留意しなければならない。

第19章　 空気圧縮機・ 発動発電機等

（ 空気圧縮機、 発動発電機等）

１ ． 可搬式のものは、 低騒音型建設機械の使用を原則とする。

２ ． 定置式のものは、 低音、 振動対策を講じ ること を原則とする。

（ 排水ポンプ）

３  ． 排水ポンプの使用にあたっては、 騒音の防止に留意し なければならな

い。

（ 設　 置）
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４  ． 空気圧縮機、 発動発電機、 排水ポンプ等は、 工事現場の周辺の環境を考

慮して、 騒音、 振動の影響の少ない箇所に設置しなければならない。

17－14


